
　意見案第３号 

 

　　　　真の冤罪被害者の早期救済に向けた再審法改正を求める意見書 

 

　冤罪は、国家による重大な人権侵害である。人権国家を標榜する我が国にとってはも

ちろん、地方自治体にとっても地域住民の人権保障に直結する極めて重要な課題であり、

迅速かつ適正な救済が求められる。 

　しかし、現行の再審制度においては、捜査機関が保有する証拠の開示が十分に行われ

ないことや、再審開始決定に対する検察官の不服申立てにより、救済まで長期間を要す

る事例が続いている。 

　北海道議会においても、令和５年第３回定例会において「刑事訴訟法の再審規定（再

審法）の改正を求める意見書」を可決し、再審請求手続における証拠開示の拡充及び検

察官不服申立ての制限について国に求めてきたところである。 

　現在、国会において再審法改正に向けた議論が進められているが、政府提出法案には、

検察官抗告禁止の例外規定や、証拠開示範囲が限定されるおそれなど、なお課題が残さ

れている。 

　よって、国においては、真の冤罪被害者の迅速な救済と司法に対する国民の信頼確保

のため、次の事項を実現するよう強く求める。 

記 

１　再審請求手続において、捜査機関が保管する証拠及び証拠リストを幅広く開示する

　とともに、法案にある証拠の目的外使用禁止規定については、請求人・弁護人の防御

　権及び国民の知る権利を損なうことのないよう見直すこと。 

２　再審開始決定に対する検察官の不服申立てに実質的な制限を設けること。 

　以上、地方自治法第99条の規定により提出する。 
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